
【ＪＡＣＤＳ事務連絡№25021】 
2025年 5月 1日 

一般社団法人 日本チェーンドラッグストア協会 

正会員企業 代表者様 各位  

一般社団法人日本チェーンドラッグストア協会 

事務局 

４月 会員連絡内容 報告 

４月中に次の内容を正会員の皆様にお送りしました。確認のほどお願いいたします。 
 

●事務連絡 ※基本的にＥメール一斉配信しています 

配信日 項目 チェック欄 

４月 １日 №25001 ３月 会員連絡内容 報告  

４月 ２日 №25002 第１３回ロス対策士検定試験の案内  

☆４月 ３日 №25003 訃報のご連絡  

４月 ３日 №25004 第 25回ＪＡＰＡＮドラッグストアショー こどもやくざいし体験薬局 参加会員企業募集  

４月 ４日 №25005 薬局ヒヤリ・ハット事例収集・分析事業 第３２回報告書の公開について  

４月 ４日 №25006 カドミウム基準値を超えるコメの流通について 厚生労働省からの情報提供  

４月 ４日 №25007 免税制度に関する説明会・セミナー動画の公開について  

４月 ４日 №25008 DMSセミナー2025年度前期 食と健康、成長戦略・最新情報セミナーのご案内  

☆４月 ７日 №25009 第６回通常総会の日程のお知らせ  

４月 ９日 №25010 新型コロナウイルス感染症患者等に係る公費支援の対応終了（期限４月１０日）について  

☆４月１０日 №25011 セルフメディケーション税制対象品目（令和７年５月１日時点）について  

４月１０日 №25012 添文ナビ等のアプリケーションで表示される関連情報一覧の画面のデザイン変更について  

☆４月１４日 №25013 セルフメディケーションアワード・健康(セルメ)川柳コンクール終了のご案内  

４月２２日 №25014 合理的配慮を必要とする方への対応に関するアンケート（５月１９日締切）  

４月２２日 №25015 おくすり手帳無償提供キャンペーンのご案内  

４月２３日 №25016 登録販売者試験問題作成に関する手引きの改定について  

４月２４日 №25017 「特定保健用食品の表示許可等について」の一部改正について（消費者庁周知依頼）  

☆４月２５日 №25018 「本田 顕子 先生」後援会名簿作成協力のお願い  

４月２５日 №25019 協会報４月号 HP掲載のお知らせ  

４月３０日 №25020 疑義解釈資料の送付について_その 24（医療 DX推進体制整備加算）  

   

 

●協会報４月号 №２６０ ４月２５日 ホームページ掲載 

■トピックス  

☆日本のドラッグストア実態調査  

■協会活動  

 静岡県支部と伊東市 災害時物資協定締結  

 福岡厚生労働大臣とＪＡＣＤＳ執行部の面談  

 価格交渉月間に伴う大串正樹副大臣との懇談会  



■行政・団体からのお知らせ  

【厚生労働省】  

１． 毒物及び劇物のオンライン販売に係る留意事項について－医薬局医薬品審査管理課長（３月２４日） 埼玉県、横浜市  

２． 「薬局ヒヤリ・ハット事例収集・分析事業 第３２回報告書」の周知について－医薬局長（３月２８日)埼玉県、横浜市、熊本市  

３． 「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」の一部改正について（通知） 

－医薬局総務課長（４月１日） 横浜市 

 

４． 「「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」に関するＱ＆Ａ（事例集）」の一部改正に

ついて －医薬局総務課（４月１日） 横浜市 

 

５． 「医薬品・医療機器等安全性情報」の送付について －医薬局医薬安全対策課（４月２日）千葉県  

６． 添文ナビ等のアプリケーションで表示される関連情報一覧の画面のデザイン変更について  

－医薬局医薬安全対策課（４月４日） 群馬県、横浜市、富山県 

 

７． 登録販売者試験問題作成に関する手引きの改定について－医薬局総務課長（４月１８日）  

【経済産業省】  

８． 流通業務総合効率化法（物流効率化法）における基本方針及び荷主・連鎖化事業者の判断基準について  

－商務サービスグループ物流企画室 

 

９． ドラッグストア販売統計月報について ―経済産業省（２月分）  

【農林水産省】  

１０． 令和６年度食品等流通調査結果に基づく協力要請及び注意喚起の通知ついて―農林水産大臣(３月３１日)  

【消費者庁】  

１１． 「特定保健用食品の表示許可等について」の一部改正について －食品表示課（４月２３日）  

【こども家庭庁】  

１２． 令和７年度「春のこどもまんなか月間」における取組の推進について（協力依頼）－長官官房総務課(３月２５日)  

【団体】  

１３． 取引慣行に関する実態調査の周知について－UAゼンセン＆フード連合  

 

●配布物（ポスター、パンフレットなど） なし 

☆ 


